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Ⅰ　本稿の目的
　本稿の目的は、EU 機能条約 101 条 1 項における商業的付随性の概念を
検討することにある。商業的付随性の概念とは、それ自体は競争制限的で
はない目的を達成するために付随する競争制限的行為について、EU 機能
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1．事実の概要
　本件は、事業の譲渡に伴い、その契約条項において、譲渡人が当該事業
を一定期間行わないとする条項が存在することが EEC 条約 85 条 1 項に
違反し、また、同 85 条 3 項に基づく適用免除を受けることができないと
した委員会の判断に対し、当事者が取消を求めたものである。
　1974 年、 NV Verenigde Bedrijven Nutrica 社 （以下、N 社） は、 de Rooji
氏が所有し、ソース、マーガリン、パンの生産のための材料を生産する
Remia BV 社（以下、R 社）とピクルス、香辛料、Luycks の標章のソー
ス類を生産する Luycks Production BV 社（以下、L 社）を子会社化した。
1974 年から 1976 年までは、R 社、L 社双方とも自ら販売を手掛け、また、
独自の製品の生産を継続していた。しかし、1979 年に、N 社は、L 社が
これまで行っていたソース事業を R 社に移管し、L 社をピクルスと香辛
料の生産に専念させることとした。
　1979 年 8 月、N 社は、R 社を以前の所有者である de Rooji 氏に譲渡し
た。また、1980 年 6 月に、N 社は、L 社をアメリカキャンベル社の子会
社である Zuid-Hollandse Sluyck 社（以下、Z 社）に譲渡した。前者の契






　しかし、キャンベル社が、上記の競業避止に関する条項が EEC 条約 85
条 1 項に違反すると指摘したため、N 社および R 社は、1981 年に委員会
に対し、EC 条約 85 条 3 項に基づく適用免除を申請した。しかし、1983
年 12 月、委員会は競業避止に関する条項の有効期間は 4 年が適当であり、

















ような条件が満たされた場合には当該条項は EEC 条約 85 条 1 項によっ
て禁止されないと判断したことは正当である。
　N 社および R 社は、ア R 社が事業譲渡当時、財政が悪化していたこと、
イ R 社、N 社、L 社、キャンベル社、および、Z 社の相対的な地位、ウ R












EEC 条約 85 条 1 項の適用を逃れることができるわけではない。そのよう
な事情は、単に購入価格の調整において反映されるのみであり、それが競
争避止の長短に関係するわけではない。






経験を有しており、N 社および L 社からの妨害を受けることなく新たな




















いることから、N 社が R 社を保有し続けた場合には、その財政状況の悪
化から、市場から退出することが予想され、それを以前に R 社を経営し




















年間の競業避止義務は、その期間が経過した後は、N 社および Z 社はソー



































































































































EEC 条約 85 条 3 項がいうところの要件を満たさないと主張した。
⑵　判　旨

































EEC 条約 85 条 1 項が禁止するものとはならない目的の一つの形式であり、
もし、同項の適用対象となるとしても、EEC 条約 85 条 3 項の枠組みの中
で同条 1 項の適用が免除されるものである。選択的流通制度により価格以
外の競争を促進する場合には、また同様である。



































おいて、EEC 条約 85 条 1 項の適用対象外となる。ただし、それ以上に厳
格な義務を課す場合には、他の主要な義務とともに、同条 3 項による適用
免除の対象とならない場合には同条 1 項の適用対象となる。したがって、
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③　卸売業者が S 社の商品が商業的目的のために使用されることを確
認した上で供給を行う義務


























































































81 条 1 項に違反する旨の決定を行った。また、同時に、一定の垂直的協












































　したがって、本件における選択的流通制度は、EU 機能条約 101 条 1 項
のもとにおいて正当化されるものではない。
　②　1999 年委員会規則 4 条⒞


























101 条 1 項に違反するものとみなすことができる。
　本判決については、選択的流通制度は、Metro 事件判決と同様に、排除
された取引業者に悪影響を与えるものの取引コストを減少させ、また、フ

















30％を超えない場合には、その形態の如何を問わず、EU 機能条約 101 条
3 項に基づく適用免除の対象となっている。しかし、上記 2 判決は、市場
シェアに関係なく、その商品の特性に応じ、客観的な基準に基づき、差別
的ではない方法により取引相手が選定され、その客観的な基準が正当とさ
れる目的を達成するのに必要な範囲を超えない場合には、EC 条約 85 条 1





























し、フランチャイズ契約の中で、様々な条件を課したことが EEC 条約 85
項 1 項に反するか否かということにつき、西ドイツ連邦裁判所が先行判決
を求めたものである。























































ズ契約に対し、EEC 条約 85 条 1 項が適用されるか否かということ等につ


























































































限が必要であることから、これらの制限は EEC 条約 85 条 1 項には違反
しないということである。
　判旨において示された商品の供給に関するフランチャイズにおける正当
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　本稿においては、垂直的協定に対する EU 機能条約 101 条 1 項の適用に
あたり考慮される商業的付随性の概念について検討した。商業的付随性の
概念とは、前述したように、それ自体は競争制限的ではない目的を達成す
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